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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 
１ 【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

(注) １ 当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、「連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移」については、記載して

おりません。 

２ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

３ 第39期の１株当たり配当額には、創業50周年の記念配当２円を含んでおります。 

４ 持分法を適用した場合の投資利益については、開示府令、財務諸表等規則に規定する関連会社が存在しないため記載して

おりません。 

５ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、第36期、第39期、第40期は1株当たり当期純損失であり、また潜在株

式が存在しないため記載しておりません。第37期、第38期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。 

６ 従業員数は就業人員数を表示しております。 

７ 第37期から１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に当たっては、

「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第２号)及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用

指針」(企業会計基準適用指針第４号)を適用しております。 

なお、これによる影響はありません。 

回次 第36期 第37期 第38期 第39期 第40期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高 (千円) 5,723,616 5,460,183 5,021,587 5,425,269 6,232,796 

経常利益又は 
経常損失(△) 

(千円) 41,501 74,155 85,325 △20,719 209,981

当期純利益又は 
当期純損失(△) 

(千円) △20,903 33,652 89,834 △9,380 △398,535

持分法を適用した場合
の投資利益 

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 1,558,560 1,558,560 1,558,560 1,649,720 1,649,720 

発行済株式総数 (株) 11,816,860 11,816,860 11,816,860 12,676,860 12,676,860 

純資産額 (千円) 5,879,553 5,917,286 5,961,121 6,153,289 5,708,206 

総資産額 (千円) 7,875,453 7,225,643 7,246,367 7,687,704 7,272,548 

１株当たり純資産額 (円) 497.78 501.13 520.85 485.47 450.43 

１株当たり配当額(うち 
１株当たり中間配当額) 

(円) 
― 
(―)

2.50
(―)

3.50
(―)

5.00 
(―)

5.00
(―)

１株当たり当期純利益 
又は当期純損失(△) 

(円) △1.76 2.84 7.64 △0.81 △31.44

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 74.7 81.9 82.3 80.0 78.5 

自己資本利益率 (％) ― 0.6 1.5 ― ― 

株価収益率 (倍) ― 28.4 22.5 ― ― 

配当性向 (％) ― 87.7 44.6 ― ― 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 254,990 277,896 188,453 165,169 114,832

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △82,917 △34,556 △56,153 △374,450 △395,114

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 185,769 △226,375 △78,992 220,852 △63,718

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(千円) 2,250,671 2,267,636 2,320,943 2,332,515 1,988,515

従業員数 
(外、平均臨時雇用者
数) 

(人) 
117 
(17)

105
(16)

104
(14)

104 
(20)

102
(22)



２ 【沿革】 

  

３ 【事業の内容】 

当社は、管路(上下水道・雨水貯留浸透・情報通信・鉄道)製品、生コンクリートの製造販売を主な事業の内容と
し、更に、太平洋セメント株式会社の特約店としてセメントを取り扱うほか、建材品の販売を行っております。 
なお、上下水道(インバート、中型ます、組立マンホール等)、雨水貯留浸透、情報通信(光ファイバー敷設用製
品)、鉄道(鉄道トラフ)などの管路製品の他、再生プラスチック素材の特徴を生かした製品の拡充を進めており、これ
らの製品を栃木、埼玉の両工場で製造し、一部の製品の製造については外注先(半製品の仕入および加工の外注)に依
存しております。 
生コンクリートは日本工業規格表示許可工場の常磐工場で製造しております。 
販売方法につきましては、下水管路製品は、下水道関連資材を取り扱う管材店、建材店、設備業者および提携会社
など、雨水貯留浸透管路製品は、建設・土木関連業者など、上水道・情報通信・鉄道関連の管路製品は提携会社など
に対しそれぞれ販売しており、生コンクリートは、当社が加盟する「中小企業等協同組合法」により設立された、各
協同組合(東関東生コン協同組合、東京地区生コンクリート協同組合、千葉北部生コンクリート協同組合、千葉西部生
コンクリート協同組合)を通じて販売を行っており、仕入商品のセメント・建材品は、生コンクリートやセメント二次
製品製造会社および建材店などに対して販売を行っております。 
部門別の主な販売系統図は次のとおりであります。 

 

  

昭和42年８月 神奈川県大和市に株式会社神奈川エバタを設立 

昭和44年10月 
  

株式会社神奈川エバタ(形式上の存続会社)が、江端商事株式会社(実質上の存続会
社)、江端コンクリート株式会社を合併し、商号を江端商事株式会社に変更 

昭和47年12月 東京都葛飾区に本社ビルを新築し、移転 

昭和56年９月 栃木県粟野町に管路製品の栃木工場を設置 

平成元年４月 商号をエバタ株式会社に変更 

平成２年１月 静岡県御殿場市に管路製品の静岡工場を設置 

平成３年11月 社団法人日本証券業協会において株式店頭登録銘柄として承認を受け、株式を公開 

平成12年10月 静岡工場を休止 

平成14年４月 神奈川工場を特約販売店に譲渡 

平成16年12月 株式会社ジャスダック証券取引所に株式を上場 

平成17年３月 株式会社デイ・シイと資本・業務提携を実施 

平成17年８月 三郷工場を閉鎖 



４ 【関係会社の状況】 

その他の関係会社 

  

５ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員数であります。 

２ 使用人兼務役員3名は上記従業員数には含まれておりません。 

３ 平均年間給与(税込み)は、賞与および基準外賃金を含んでおります。 

４ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員(嘱託者、パート)の年間平均雇用人員であります。 

  

(2) 労働組合の状況 

当社は、労働組合は結成されておりませんが労使関係は円満に推移しております。 

  

名称 住所 
資本金又は出

資金(百万円) 
事業の内容 

議決権の 

被所有割合 

(％) 

関係内容 

株式会社 

デイ・シイ 

神奈川県 

川崎市 
3,402 

セメント・骨材 

製造販売 
29.57 

原材料の仕入 

役員の兼務等 被出向2名 

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円) 

102 
(外   22) 

46.5 14.7 5,223 



第２ 【事業の状況】 
１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当期におけるわが国の経済は、中国をはじめとしたアジア経済の発展による好調な輸出に支えられ、国内設備投資の増加や個人

消費の回復などにより、株価も上昇し景気は全般に堅調に推移いたしました。 

当建設資材業界におきましては、引き続き公共工事が縮小を続けたものの、民間の設備投資は企業収益の改善を背景に製造業を

はじめ非製造業においても投資意欲が回復し、工場・物流センター、大型ショッピングモール等の建設需要が活発になりました。

住宅業界においても住宅ローン減税延長の効果で住宅着工戸数も124万戸と1997年以来の高水準を記録するなど都市型需要を中心に

堅調に推移いたしました。しかしながら、中国を中心とした世界的な需要拡大による原燃料の石炭、原油価格の大幅な高騰などに

より、相変わらず厳しい経営環境が継続しております。 

このようななか、当社の管路製品部門におきましては、雨水貯留浸透関連の「システムパネル」「パネケーブ」は、施工の簡易

性・経済性などが市場において高く評価され、その他の新製品を含めたＰＲ活動や特約販売店の募集など、積極的な販促活動に努

めました結果、同関連製品は前期と比較して大幅な増収となりました。下水・通信管路製品は需要の落ち込みにより減収となりま

したが、同部門の売上高は全体では３１億８６百万円と前期比24.8％の大幅増となりました。 

生コンクリート部門におきましては、昨年8月に三郷工場を閉鎖したことにより大幅な減収となりましたが、千葉北部地域の需要

の増加と営業努力の結果売上高は、前期比11.1％減の２３億６１百万円となりました。セメント・建材部門におきましては、売上

高は、前期比219.4％増の６億８４百万円と両部門とも大幅な増収となりましたが、東関東エリアの前事業年度に続いての市況悪化

に伴う価格の下落とセメント・砂利・砂等の原材料の値上がりや原油の高騰による燃料費の値上がりが輸送コストアップにつなが

るなどの影響により、同部門の採算が悪化し収益は微増にとどまりました。 

この結果、全体の売上高は、前期比14.9％増の６２億３２百万円となり、管路製品部門の増収と生コンクリート事業部門の収益

の改善も寄与したため、営業利益は１億８６百万円、経常利益は２億９百万円となりましたが、主として静岡工場の土地建物の減

損処理に伴う特別損失６億１６百万円並びに法人税住民税及び事業税５百万円の計上により、当期純損失は３億９８百万円となり

ました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当期末における現金及び現金同等物の残高は１９億８８百万円となり、前期末と比較して３億４４百万円の減少となりました。 

   各活動による主な内訳につきましては次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

   当期において、営業活動により得られた資金は１億１４百万円（前期比５０百万円減）となりました。 

   その主な内容は、税引前当期純損失３億９３百万円（前期比３億９１百万円減）の計上にたいして、資金を伴わない費用で

ある減価償却費２億１４百万円、当期実施した減損処理４億８８百万円、未払消費税３９百万円などの増加に対し、売上債権

の増加額１億３百万円、たな卸資産の増加額１億５百万円、退職給付引当金等の減少額４１百万円などによる資金の減少であ

ります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

   当期において、投資活動により使用した資金は３億９５百万円（前期比２０百万円増）となりました。 

   その主な内容は、常磐工場の工場用地取得と再生プラスチック製品製造設備等の有形固定資産の取得３億８５百万円（前期

比２９百万円減）と保証金一般支出１７百万円による資金の減少によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

   当期において、財務活動において使用した資金は６３百万円（前期比２億８４百万円減）となりました。 

   その主な内容は、利益配当金の支払６３百万円による資金の減少であります。 



  

２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

  

(注) １ 生産高は販売価格によって算出しております。 

２ 消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注実績 

  

(注) １ 受注高及び受注残高は販売価格によって算出しております。 

２ 消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 販売実績 

  

(注) １ 販売高は販売価格によって算出しております。 

２ 消費税等は含まれておりません。 

３ 主な相手先別の販売実績および当該販売実績の総販売実績に対する割合(％)は次のとおりであります。 

  

  

部門別 生産高(千円) 前年同期比(％) 

管路 3,388,480 127.2 

生コンクリート 2,361,584 88.9 

計 5,750,064 108.1 

部門別 受注高(千円) 前年同期比(％) 受注残高(千円) 前年同期比(％) 

生コンクリート 1,912,028 65.2 534,662 54.3 

部門別 販売高(千円) 前年同期比(％) 

製品 

管路 3,186,461 124.8 

生コンクリート 2,361,584 88.9 

小計 5,548,045 106.5 

商品 

建材 セメント 505,994 325.1 

  その他の建材 178,755 304.2 

小計 684,750 319.4 

計 6,232,796 114.9 

相手先 
前事業年度 当事業年度 

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％) 

千葉北部生コンクリート
協同組合 

834,674 15.4 1,322,648 21.2 

東関東生コン協同組合 1,156,178 21.3 346,320 5.6 



３ 【対処すべき課題】 

当社にとりましては、引き続き公共投資の縮減などの国内需要の低迷が継続することが予想され、生コンクリート

やセメント建材部門の需要の厳しさや下水道普及率の向上と国のコスト縮減政策に伴う、下水管路製品の需要の減少

など、相変わらず厳しい経営環境が継続することと思われます。 

このような状況のなか、管路事業におきましては、下水管路のマンホール関連で、公共用のエバホールの業態転換

等により、収益の拡大を図ってまいります。 

また、雨水貯留浸透関連につきましても、メイン製品の「システムパネル」の販売拡大を図るとともに、前期に発

売いたしました、大型新製品「パネケーブ」はじめその他の新製品を含め、全国的な特約販売店網の充実や市場開発

等により、積極的に拡大を図ってまいりたいと考えます。 

なお、原油価格の騰勢に伴う再生樹脂原料や燃料費の高騰など収益圧迫要因も考えられますが、一部部材の海外へ

の生産委託等によるコスト削減に努め競合他社との競争力強化に努めてまいります。 

生コンクリート事業におきましては、三郷工場の閉鎖というリストラを敢行し不採算工場を無くしたことにより収

益の改善が進み、千葉北部エリアでは常磐工場の販売強化に努め、事業の採算向上に努めてまいります。 

会社全体といたしましては、高付加価値新製品の開発や不採算部署・製品等のリストラ合理化と更なる原価低減、

経費削減などに努めてまいります。また、期末に株式会社デイ・シイ社との資本提携が強化されましたが、同社並び

にその関連グループ会社を含めた販売・物流・生産・技術・人材などの経営資源の相互協力等連携を深め、業容の拡

大と業績の向上を図ってまいりたいと考えております。 

  

４ 【事業等のリスク】 

当社は、当社の事業展開に係り、現在認識できる範囲内において、将来リスク要因となる可能性があると思われる

重要な事項を以下に記載しております。 

当社の事業、業績並びに財務状況等はかかるリスク要因のいずれによっても著しく影響を受ける可能性があり、当

社は、これらのリスク要因の回避について最大の注意を払っておりますが、万一、これらの要因が発生した場合、当

社の株式の市場価格は下落する可能性がありますので、当社株式に関する最終的な判断は、本項に記載する部分も併

せ慎重にされる必要があると考えます。 

なお文中の将来に関する事項は、当事業年度において当社が判断したものであります。 

① 債務保証リスク 

   当社は、東関東生コン協同組合、千葉北部生コンクリート協同組合に加入する登録販売店の同組合に対する仕入債務等につ

き、加盟各社による連帯保証を行っておりますが、万一、同登録販売店が経営破綻等により同組合への債務不履行などに陥っ

た場合、当社は同組合への保証債務の履行により、悪影響を受ける可能性があります。 

② 顧客に対する信用リスク 

   当社は顧客に対するほとんどの取引を受取手形や代金後払いで販売しており、随時顧客の信用情報を収集するなど、顧客管

理に充分な注意を払っておりますが、多額の債権を有する顧客が財務上の問題に直面し債務不履行等に陥った場合、悪影響を

受ける可能性があります。 

③ 製品リスク 

   当社は、当社製品の品質、規格、安全性等について、社内での厳重な検証は勿論のこと、必要に応じ、外部の専門機関等に

委託し、厳正な性能試験を実施するなど、万全を期しておりますが、万一、予側できなかった不測の事態により、製品の欠陥

等による事故やクレーム等が発生した場合、悪影響を受ける可能性があります。 

④ 材料リスク 

   当社は、再生樹脂素材の雨水貯留浸透新製品の販売拡大に努めておりますが、万一、同製品の予想以上の需要の拡大によ

り、原材料の調達不足や価格の高騰などにより、悪影響を受ける可能性があります。 

  

５ 【経営上の重要な契約等】 

特記すべき事項はありません。 

  

６ 【研究開発活動】 

（1） 研究開発活動の方針 

当社はますます多様化、高度化する顧客のニーズに応えるための高機能、高品質、軽量化、省力化、低コスト



化を主体とした製品や地球環境保全、資源の有効活用などの社会ニーズに貢献する製品開発に取り組んでおり

ます。 

（2） 研究開発活動の体制 

当社の研究開発活動には、新製品、新技術、新素材等の開発および既存製品の改善、改良と応用があります。 

新製品、新技術、新素材等の開発は開発部が担当し、新生産技術の開発と既存製品の改善、改良と応用などに

ついては技術部が担当しており、組織の有機的活動を図るため、必要に応じ適時プロジェクトチームを編成し、

研究開発活動を行っております。 

（3） 研究開発活動の成果 

当期における研究開発活動は、引き続き再生プラスチックを素材とする雨水貯留浸透関連の新製品の拡充を重

点として取り組むとともにコンクリート二次製品のエバホールでも２０年ぶりに新製品「新・小型エバホール」

「新型エバホール」を製品化いたしました。 

なお、当期における研究開発活動に係る研究費の総額（開発部の人件費経費を含む）は、120百万円でありま

す。 

  

７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

（1） 財政状態 

当期における資産、負債および株主資本の状況 

①総資産の額は7,272百万円と前期末と比較して415百万円減少いたしました。 

その内容は、流動資産101百万円、固定資産314百万円の減少によるものであります。 

②流動資産の額は、4,507百万円と前期末と比較して101百万円減少いたしました。 

その主な内容は、受取手形・売掛金103百万円並びにたな卸資産136百万円などの増加に対し、現金及び預金

344百万円の減少によるものであります。 

③固定資産の額は、2,765百万円と前期末と比較して314百万円減少いたしました。その主な内容は、有形固定

資産365百万円の減少に対し、投資その他の資産64百万円の増加などによるものであります。 

④流動負債の額は、1,209百万円と前期末と比較して59百万円増加いたしました。 

その主な内容は、買掛金15百万円並びに未払費用13百万円の増加などによるものであります。 

⑤固定負債の額は、354百万円と前期末と比較して30百万円減少いたしました。 

その主な内容は、定年退職に伴った退職給付引当金の減少によるものであります。 

⑥株主資本の額は、5,708百万円と前期末と比較して445百万円減少いたしました。 

その主な内容は、当期未処理損失242百万円の発生によるものであります。 

（2） キャッシュ・フローの状況 

1.業績等の概要（2）キャッシュフローの状況 に記載しております。 

（3） 経営成績 

全体の売上高は6,232百万円と前期と比較して14.9％の増収となりました、生コンクリート部門で三郷工場の閉

鎖という減収要素もありましたが経営努力により売上総利益は1,452百万円と前期と比較して138百万円増加し、

運賃の減少により販売費及び一般管理費が前期と比較して75百万円減少したことにより営業利益は186百万円と前

期と比較して213百万円、経常利益は209百万円と前期と比較して230百万円それぞれ増加いたしましたが、当期純

損失は減損損失の計上により398百万円と前期と比較して389百万円増加いたしました。 

  

  

（部門別の主な業績の内容） 

① 管路製品 

売上高は3,186百万円と前期と比較して24.8％の増収となりました。 

その主な内容は、雨水貯留浸透製品が広く市場に普及してきたことにより同製品は前期と比較して大幅な増

収となり、公共投資の削減と下水道普及率の向上に伴う下水管路製品の落ち込みはあったものの、前期と比較

して増収となりました。 

② 生コンクリート 

売上高は2,361百万円と前期と比較して11.1％の減収となりました。 

その主な内容は、三郷工場の閉鎖による売上の減少があったものの常磐新線の開通に向けた需要の増加等に

より11.1%の減収にとどめることができました。 

③ セメント・建材品 

セメント・建材品の売上高は684百万円と前期と比較して219.4％と大幅な増収となりました。 

その主な内容はセメントが505百万円と前期と比較して225.1％、建材品が178百万円と前期と比較して

204.2％の大幅な増収となりました。 

  

  



  

  

  

  

  

  



第３ 【設備の状況】 
  

１ 【設備投資等の概要】 

当期の設備投資は主として管路事業部門の雨水貯留浸透製品関連設備の生産能力増強を目的として、総額371百万円

を投資いたしました。 

完成した主要な設備は、管路製品部門における雨水貯留浸透製品関連設備、栃木工場36百万円、埼玉工場159百万円

及び生コンクリート部門における常磐工場の工場用地取得82百万円などであります。 

なお、当期末現在における未完成設備の投資額は67百万円であります。 

  

２ 【主要な設備の状況】 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 本表中のその他は工具器具及び備品であり、建設仮勘定は含んでおりません。 

２ 本表中の土地面積〔 〕内は借用中のもので、外数であります。 

３ その他の設備で賃借(リース契約)している主なものは次のとおりであります。 

  

  

部門・事業所名 
(所在地) 

設備の内容 

帳簿価額(千円) 

従業員数
(人) 

土地 
(所有面積㎡)
〔借用面積
㎡〕 

建物
及び構築物

機械装置
及び運搬具

その他 合計 

本社(東京都葛飾区) 本社 
  

48,500 
(203) 

― ― 957 49,457 29 

開発部(埼玉工場内) 新製品開発 ― 8,291 47,226 1,523 57,042 7 

管路製品部門 
栃木工場 
(栃木県粟野町) 
  

  
管路製品製造 
  
  

  
155,873 
(69,644) 
〔2,538〕

156,258 232,002 9,088 553,222 30 

  
埼玉工場 
(埼玉県三郷市) 
  

同上 
  

  
39,990 
(8,406) 
〔5,690〕

113,968 271,494 23,868 449,322 19 

生コンクリート部門 
常磐工場 
(千葉県松戸市) 
  

  
生コンクリート
製造 
  

  
913,972 
(7,077) 
〔1,980〕

56,412 198,156 895 1,169,436 17 

  
静岡工場 
(静岡県御殿場市) 
  

休止中 
  

93,575 
(18,842) 

15,961 105 ― 109,641 ― 

保養所他 
(栃木県那須町・ 
千葉県鴨川市他) 
  

福利厚生施設等 
  

  
25,745 
(1,173) 

  

22,955 ― 1,471 50,172 ― 

設備の内容 数量 リース期間
年間リース料
(千円) 

リース契約残高 
(千円) 

車両運搬具 16台 4年 5,739 11,413 

型枠 56個 2年～3年 13,252 39,855 

事務用機器 75個 4年～6年 10,64 22,839 



  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

当期は主に管路製品部門における雨水貯留浸透製品の増産のための設備の増設を計画しております。 

その内訳は次のとおりであります。 
平成18年３月31日現在 

(注) 投資予定額には消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

  

  

部門・事業所名 設備の内容 
投資予定額 

資金調達方法 着手年月 完了予定 
完成後の
増加能力総額 

(千円) 
既支払額
(千円) 

  
管路製品部門 
栃木工場 
（栃木県粟野町） 
  
  
埼玉工場 
（埼玉県三郷市） 
  
  

  
小型マンホール関連 
  
プラスチック製品 
製造設備 
  
  同  上 
  

20,000 

  

12,000 

  

6,500 

  

― 
  
― 
  

― 
  

 
自己資金 
  

同 上 
  

同 上 
  

平成18年 
10月 
平成18年 
５月 
平成18年 
７月 

平成18年 
10月 
平成18年 
10月 
平成18年 
７月 

― 
  
― 
  
― 

生コンクリート部門 
常磐工場 
（千葉県松戸市） 

生コンクリート 
製造設備更新 

35,000 ― 自己資金 
平成18年 
12月 

平成18年 
12月 

― 

部門・事業所名 設備の内容 
期末帳簿価額
(千円) 

除却等の
予定年月 

除却等による 
減少能力 

本社(東京都葛飾区) 本社ビル解体撤去 
― 

（減損処理済） 
平成18年６月 

経年による老朽化のため解
体撤去 



第４ 【提出会社の状況】 
  

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

(注) 「株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる。」旨を定款に定めております。 

なお、平成18年6月29日開催の定時株主総会において定款の一部変更が行われ、当該定めは削除されました。 

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 (注)平成17年３月15日を払込期日とする第三者割当増資を実施したことにより、発行済株式総数860千株、資本金91,160千円、資本

準備金91,160千円がそれぞれ増加しております。(発行価格212円、資本組入額106円、資本準備金組入額106円) 

(4) 【所有者別状況】 

平成18年３月31日現在 

(注) １. 自己株式4,113株は、「個人その他」に4単元、「単元未満株式の状況」に113株含まれております。 

２. 「その他の法人」欄には証券保管振替機構名義の株式が 1単元含まれております。 

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 40,170,000 

計 40,170,000 

種類 
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成18年３月31日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年６月30日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 12,676,860 同左
ジャスダック
証券取引所 

株主としての権利内容に制限
のない、標準となる株式 

計 12,676,860 同左 ― ― 

年月日 
発行済株式
総数増減数
(千株) 

発行済株式 
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金 
残高 
(千円) 

平成17年３月15日 860 12,676 91,160 1,649,720 91,160 1,961,693 

区分 

株式の状況(１単元の株式数1,000株) 

単元未満
株式の状況
(株) 

政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等 
個人
その他 

計 

個人以外 個人 

株主数 
(人) 

― 6 6 63 2 1 833 911 ―

所有株式数 
(単元) 

― 442 17 4,524 29 1 7,602 12,615 61,860

所有株式数 
の割合(％) 

― 3.50 0.13 35.74 0.23 0.01 60.39 100.00 ―



(5) 【大株主の状況】 

平成18年３月31日現在 

(注) １．株式数は千株未満の端数を切り捨てて表示しております。 

２．発行済株式総数に対する所有株式数の割合は小数点第２位未満を四捨五入して表示しております。 

(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(自己株式等)」欄は、全て当社所有の自己株式であります。 

２ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式1,000株(議決権1個)が 

   含まれております。 

３ 「単元未満株式」欄には、当社所有の自己株式が113株含まれております。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

株式会社デイ・シイ 神奈川県川崎市川崎区浅野町１丁目１番 3,729 29.42 

江端 幸四郎 千葉県千葉市 1,811 14.29 

江端 祐亨 千葉県松戸市 1,394 11.00 

江端 テル子 千葉県松戸市 1,318 10.40 

エバタ取引先持株会 東京都葛飾区東金町１丁目３８－２ 310 2.45 

太平洋セメント株式会社 東京都中央区明石町８番１号 253 2.00 

江端 文子 千葉県松戸市 239 1.89 

太平洋セメント販売株式会社 東京都中央区銀座７丁目１２－１８ 208 1.64 

国土総合建設株式会社 東京都港区海岸３丁目８－１５ 200 1.58 

エバタ従業員持株会 東京都葛飾区東金町１丁目３８－２ 175 1.39 

計 ― 9,641 76.06 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) (注)１
普通株式 

4,000 
― ― 

完全議決権株式(その他)     (注)２
普通株式 

12,611,000 
12,611 ― 

単元未満株式               (注)３
普通株式 

61,860 
― １単元(1,000株)未満の株式 

発行済株式総数 12,676,860 ― ― 

総株主の議決権 ― 12,611 ― 



② 【自己株式等】 

平成18年３月31日現在 

（注）発行済株式総数に対する所有株式数の割合は小数点第２位未満を四捨五入して表示しております。 

  

(7) 【ストックオプション制度の内容】 

該当する事項はありません。 

  

２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

  該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

  該当事項はありません。 

  

３ 【配当政策】 

当社は株主への利益還元を経営上の重要施策の一つとして認識しており、事業収益をベースとして、中長期的な成

長見通しと足元の業績とのバランスなどを考慮し、経営基盤・財務体質の強化、将来の事業展開などに必要な内部留

保などを総合的に勘案し、継続的かつ安定的に実施することを基本としております。 

なお、当期は業績等の概要に記載いたしましたとおり、誠に遺憾ながら減損損失により当期純損失を計上する結果

となりましたが、今後の状況に明るい兆しがうかがえるため利益配当金につきましては、１株につき普通配当５円と

することを平成18年６月29日開催の第40回定時株主総会において決議いたしました。 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

(自己保有株式) 
エバタ株式会社 

東京都葛飾区東金町 
１丁目38番２号 

4,000 ― 4,000 0.03

計 ― 4,000 ― 4,000 0.03 

回次 第36期 第37期 第38期 第39期 第40期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高(円) 164 145 172 304 425 

最低(円) 76 69 84 136 226 

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月 

最高(円) 266 425 322 315 320 326 

最低(円) 251 254 290 270 275 300 



５ 【役員の状況】 

  

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株) 

代表取締役 
社長   江 端 幸四郎 昭和６年11月８日生

昭和30年５月 

昭和32年12月 
  

昭和37年６月 
  

昭和40年７月 
昭和43年７月 

昭和44年10月 
  

昭和63年10月 
平成元年４月 

江端建材店開業 

江端建材興業有限会社設立取締役

就任 

江端コンクリート株式会社取締役

就任 

江端商事株式会社取締役就任 
同社取締役社長就任 

江端商事株式会社代表取締役副社

長就任 

同社代表取締役社長就任 
当社代表取締役社長就任(現任) 

1,811

代表取締役 
副社長 管路事業部長 斎 藤  章 昭和25年８月22日生

昭和49年４月 

平成10年10月 
  

平成14年６月 
  

平成16年４月 
  

平成17年３月 
  

平成17年４月 
平成17年６月 

  
平成18年６月 

日本セメント株式会社入社 

太平洋セメント株式会社環境事業

部総合企画課長 

香春太平洋セメント株式会社取締

役 

太平洋セメント株式会社環境事業

カンパニー営業部部長 

株式会社デイ・シイ入社管理本部

参与 

当社出向・当社顧問 
当社取締役副社長就任、管路事業

部長 
当社入社代表取締役副社長就任、

管路事業部長（現任） 

3

専務取締役 生産技術開発 
担当 江 端 祐 亨 昭和13年３月６日生

昭和31年４月 

昭和37年３月 

  

昭和37年６月 

  

昭和40年７月 

昭和42年８月 

  

昭和44年10月 

  

平成元年４月 

平成17年６月 

江端建材店入店 

江端産業株式会社設立代表取締役

社長就任 

江端コンクリート株式会社取締役

就任 

江端商事株式会社取締役就任 

株式会社神奈川エバタ設立代表取

締役社長就任 

江端商事株式会社代表取締役専務

就任 

当社代表取締役専務管路事業部長 

当社専務取締役、生産技術開発担

当(現任) 

1,394

常務取締役 生コン事業部長 池 内 一 博 昭和17年９月23日生

昭和36年11月 

昭和59年４月 

  

平成５年４月 

平成11年５月 

  

平成11年６月 

  

平成17年６月 

江端コンクリート株式会社入社 

常磐江端生コンクリート株式会社

工場長 

当社生コン事業部三郷統括部長 

当社生コン事業部副事業部長兼三

郷統括部長 

当社取締役就任、生コン事業部副

事業部長兼三郷統括部長 

当社常務取締役就任、生コン事業

部長（現任） 

27

常務取締役 管理本部長 井 上 保 生 昭和29年10月１日生

昭和54年４月 

平成４年６月 

  

平成13年６月 

平成15年10月 

  

平成17年４月 

平成17年６月 

新日本土木株式会社入社 

中央商事株式会社入社経理部経理

課長代理 

管理本部管理第一部長兼財務課長 

株式会社デイ・シイ管理本部総合

管理部長 

当社出向・当社顧問 

当社常務取締役就任、管理本部長

（現任） 

―



  
役名 職名 氏名 生年月日 略歴

所有株式数
(千株) 

取締役   濱 崎 泰 行 昭和11年２月７日生

昭和35年４月 

平成４年６月 
平成６年６月 

平成８年６月 
平成10年10月 

  
平成12年４月 

平成13年６月 
  

  
平成14年４月 

平成15年10月 
  

  
平成16年４月 

平成18年６月 

日本セメント株式会社入社 

同社取締役就任 
同社常務取締役就任 

同社専務取締役就任 
太平洋セメント株式会社専務取締

役就任 
同社取締役副社長就任 

太平洋セメント販売株式会社代表

取締役会長就任（現任） 

第一セメント株式会社取締役就任 
同社代表取締役社長就任 

株式会社デイ・シイに社名変更

（中央商事株式会社と合併） 

同社代表取締役社長就任 
同社代表取締役会長就任（現任） 

当社取締役就任（現任) 

―

取締役 開発部長 竹 内 英 夫 昭和12年１月20日生

昭和43年３月 
昭和51年10月 

昭和55年11月 
  

平成元年４月 
平成３年６月 

江端商事株式会社入社 
同社技術開発部長 

栃木江端コンクリート株式会社取

締役就任、工場長 

当社開発部長 
当社取締役就任、開発部長(現任) 

20

取締役 管路事業部 
営業部管掌 柴 田 義 章 昭和19年７月14日生

昭和52年10月 

平成４年４月 

平成６年４月 

平成８年４月 

平成15年６月 

  

平成17年６月 

江端商事株式会社入社 

当社管路事業部特販営業部長 

当社管路事業部開発営業室長 

当社管路事業部開発営業部長 

当社取締役就任、管路事業部開発

営業部長 

当社取締役管路事業部営業部管掌

（現任） 

35

取締役 管路事業部 
生産部長 高 橋 淑 幸 昭和21年10月21日生

昭和57年10月 

平成11年２月 

  

平成11年10月 

平成16年４月 

  

平成17年6月 

  

当社入社 

当社管路事業部生産部埼玉工場業

務課長 

当社管路事業部生産部埼玉工場長 

当社管路事業部生産部次長兼埼玉

工場長 

当社取締役管路事業部生産部長

（現任） 

11

取締役 管路事業部 
営業部長 小 島 丈 治 昭和25年８月23日生

昭和49年４月 

平成８年３月 

平成10年10月 

  

平成16年４月 

  

平成18年３月 

  

平成18年４月 

平成18年６月 

日本セメント株式会社入社 

同社仙台支店技術課課長 

太平洋セメント株式会社東北支店

技術部部長 

帯広アサノコンクリート株式会社

代表取締役就任 

株式会社デイ・シイ入社管理本部

参与 

当社出向・当社顧問 

当社取締役管路事業部営業部長

（現任） 

3

監査役 常勤 藤 田 利 雄 昭和15年３月18日生

昭和39年４月 

昭和56年１月 

平成３年３月 

  

平成８年３月 

  

平成10年３月 

  

平成12年４月 

平成13年６月 

日本セメント株式会社入社 

同社総務部社史編纂室長代理 

同社総合企画部副部長兼情報シス

テム企画室長 

株式会社アイシス取締役就任、SI

事業部長 

神奈川地区生コンクリート協同組

合事務局長 

同協同組合専務理事 

当社常勤監査役就任(現任) 

3



  

  
(注) １ 当社とは、平成元年４月に商号変更した「エバタ株式会社」を指しております。 

２ 専務取締役 江端祐亨は代表取締役社長 江端幸四郎の実弟であります。 

３ 取締役 濱崎泰行は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

４  監査役 藤田利雄、宮北孝一、古瀬明徳、巻野徹は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。  
  

６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

（１）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 

  （コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方） 

 当社は、経営環境の変化に迅速、かつ、適法、適正、的確な意思決定が図れる経営体制を確立し、機動性、安全性、公平

性、透明性の確保とリスク等の未然防止を図ることを重要な経営課題として位置づけております。 

   （コーポレート・ガバナンスに関する施策の当事業年度実施状況） 

ａ．会社の経営上の意思決定、執行、監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況 

① 会社の機関等の内容 

当社は監査役制度を採用しており、社外取締役および執行役員の選任並びに監査委員会、報酬委員会等の設置はありませ

ん。 

（取締役会） 

      取締役８名で構成される取締役会を月１回定例で開催するほか、必要に応じ随時開催し、取締役会には社外監査役３名

（うち弁護士１名）が出席し、各取締役並びに監査役は各々の判断で意見を述べられる独立性が確保され、監査役は取締

役の職務執行を厳正に監視し、必要に応じ意見を述べるなど充分な審議がなされ、会社の経営上の重要な意思決定が公

正・公明、公平に行なわれております。 

（監査役会） 

      監査役会は常勤監査役１名非常勤監査役２名（全員社外監査役）で構成されており、監査役は監査役会が定めた監査方

針・監査計画に基づき、取締役会や経営会議、事業部会議などの重要な会議に出席するほか、重要な決裁書類等を閲覧

し、取締役の職務遂行等について、法令遵守、公平性、透明性などを厳正に監視・監督し、監査役会の定めた監査方針・

監査計画に基づき、事業所の業務の監査を行っております。 

（経営会議） 

      取締役および部長等経営幹部並びに常勤監査役で構成される経営会議（定例月２回）と事業部会議（定例月１回）を開

催し、取締役会の決議事項の事前審議とその他経営上の重要事項の審議や意思決定を行うとともに経営方針の遂行状況の

確認や情報伝達、意思の疎通などを図るほか、コンプライアンス、リスク管理、インサイダー取引規制等などについての

教育・指導や意見交換等を行っております。 

       （法務・税務その他第三者等） 

      弁護士と緊密な関係を維持し、法律上の判断を要する重要な事項は必要に応じて適宜アドバイスを受けております。税

務関連業務に関しては、公認会計士事務所と顧問契約を締結し、専門的な業務については、必要に応じアドバイスや指導

を受けております。 

      株式事務の取り扱い等の証券代行業務につきましては、中央三井信託銀行株式会社に委託し、株主、株式の異動等につ

いての透明性、公明性を確保するとともに、随時発生する株式に係る法務、庶務事項の相談と指導等を受けております。 

② リスク管理体制の整備の状況 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株) 

監査役   宮 北 孝 一 昭和14年２月23日生

昭和38年４月 

昭和56年３月 
昭和62年11月 

平成７年11月 
  

平成８年６月 
  

平成13年６月 

日本セメント株式会社入社 

同社東京支店営業第二課長代理 
同社大阪支店クリーンセット課長 

キタミエアサノコンクリート株式

会社代表取締役副社長就任 

日本セメント特約販売店協同組合

専務理事 

当社監査役就任(現任) 

―

監査役   古 瀬 明 徳 昭和24年３月12日生 

昭和57年４月 
昭和57年４月 

平成２年１月 
  

平成15年６月 

弁護士登録、東京弁護士会入会 
阿部・中法律事務所入所 

古瀬法律事務所開設、同所長(現

任) 

当社監査役就任(現任) 

―

監査役   巻 野   徹 昭和31年１月14日生 

昭和54年３月 

平成６年10月 

  

平成13年11月 

  

平成16年５月 

  

平成17年４月 

  

平成18年６月 

秩父セメント株式会社入社 

秩父小野田株式会社九州支店セメ

ント営業部部長代理 

エーアンドエーマテリアル株式会

社出向 同社経営企画部長 

太平洋セメント株式会社建材カン

パニー管理部部長代理 

株式会社デイ・シイ出向 同社管

理本部総合管理部長（現任） 

当社監査役就任（現任） 

―

計 3,309 



当社のリスク管理体制は、社長直轄の安全委員会、品質委員会等のプロジェクトチームを適時指名編成し、事業所の火

災、労災、公害問題等について事業所の現地調査を定期的に行い、経営会議や取締役会に報告し、未然防止を図っておりま

す。 

また、得意先の風評や新規得意先との取引の是非等の与信リスク等については、営業部門と管理部門が連携し、必要に応

じ信用調査会社の社外情報等を適時収集し、貸倒れリスクの未然防止に努めております。 

③ 内部監査及び監査役監査、会計監査の状況 

社長直轄の独立した業務監査部門である監査室（兼務１名）が、本社および事業所の業務遂行状況の内部監査を実施し、

その結果については、必要に応じ監査役会や経営会議等において報告されております。 

監査役は、内部監査室や会計監査人と緊密な連係を保ち、監査結果の情報交換を行い、必要に応じて報告や説明を受けて

おります。 

会計監査は中央青山監査法人と契約し、定期的な監査のほか、会計上の課題については随時確認を行い会計処理の適正を

確保しております。 

また、取締役会及び監査役会の議事録や株主名簿等についても同監査法人の要請により全て閲覧に供しております。 

なお、当社の会計監査業務を執行した公認会計士等の氏名については次のとおりであります。 

       当社の中央青山監査法人への公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項に規定する業務に基づく当事業年度

の監査報酬の額は１１百万円であります。これ以外の業務は委嘱しておらず報酬の支払いもありません。 

④ その他 

役員報酬の内容 

    当事業年度において、当社の取締役及び監査役に支払った報酬の額は次のとおりであります。 

取 締 役     １０名   ８１百万円    監 査 役   ３名   ８百万円 

報酬限度額 取 締 役 月額８００万円    監 査 役       月額１３０万円 

  

ｂ．会社と社外監査役との人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要 

当社の社外監査役（３名）との人的関係、資本的関係、取引関係その他の特別な利害関係はありません。 

  

ｃ．会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組の最近一年間における実施状況 

当期中におきましては、定例取締役会を１２回、臨時の取締役会を７回開催し、取締役規定や職務分担規定、職務権限規

定等に則り、経営計画や年度予算、その他重要な事項などを決議いたしました。 

監査役会は、年６回開催され、監査方針、監査計画、業務の分担等の決定や取締役会での重要な決議事項などについて審

議を行いました。 

  

  

  

  

  

業務を執行した公認会計士の氏名 齋藤正三 大木智博 

  

監査業務に係る補助者の構成  

公認会計士   ５名 

会計士補    ８名 

その他     １名 



第５ 【経理の状況】 
  

１ 財務諸表の作成方法について 
当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項ただし書

きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 
当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)及び

当事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)の財務諸表について、中央青山監査法人の監査を受けて

おります。 

  

３ 連結財務諸表について 
当社は、子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。 

  
  

１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 

  

  

    
前事業年度末

(平成17年３月31日) 
当事業年度末 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(資産の部)               

Ⅰ 流動資産               

１ 現金及び預金     2,332,515     1,988,515   

２ 受取手形     797,543     846,420   

３ 売掛金     828,743     883,000   

４ 商品     ―     336   

５ 製品     473,995     621,976   

６ 原材料     120,667     111,348   

７ 仕掛品     6,224     3,918   

８ 貯蔵品     2,801     2,237   

９ 前払費用     17,356     16,332   

10 その他     31,394     33,898   

 貸倒引当金     △2,724   

  

△619   

流動資産合計     4,608,517 59.9 4,507,367 62.0 

Ⅱ 固定資産             

１ 有形固定資産             

(1) 建物 ※７ 1,269,824     1,272,024     

減価償却累計額   858,584 411,239   967,133 304,890   

(2) 構築物 ※７ 399,524     351,733     

減価償却累計額   320,234 79,290   280,570 71,162   

(3) 機械及び装置   3,032,554     2,721,961     

減価償却累計額   2,274,410 758,144   1,974,314 747,646   

(4) 車両運搬具   34,374     35,707     

減価償却累計額   32,560 1,813   33,263 2,444   

(5) 工具器具及び備品 ※７ 361,607     349,953     

減価償却累計額   323,168 38,439   312,147 37,806   

(6) 土地 ※１   1,569,540     1,277,656   

(7) 建設仮勘定     16,022     67,522   

有形固定資産合計     2,874,491 37.4   2,509,129 34.5 

２ 無形固定資産               

(1) 借地権     37,800     25,590   

(2) 電話加入権     6,121     5,811   

(3) ソフトウェア     606     466   

(4) その他     490     430   

無形固定資産合計     45,018 0.6   32,298 0.4 



  

  

    
前事業年度末

(平成17年３月31日) 
当事業年度末 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

３ 投資その他の資産               

(1) 投資有価証券     49,649     78,828   

(2) 出資金     5,330     5,290   

(3) 長期前払費用     1,385     6,368   

(4) 保証金 ※１   63,543     93,188   

(5) 保険積立金     12,288     12,872   

(6) 会員権     48,753     48,626   

(7) その他     200     ―   

貸倒引当金     △21,472     △21,420   

投資その他の資産合計     159,677 2.1   223,753 3.1 

固定資産合計     3,079,187 40.1   2,765,181 38.0 

資産合計     7,687,704 100.0   7,272,548 100.0 



  

  

    
前事業年度末

(平成17年３月31日) 
当事業年度末 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(負債の部)               

Ⅰ 流動負債               

１ 支払手形     516,671     525,503   

２ 買掛金 ※１   375,931     391,099   

３ 未払金     4,259     7,607   

４ 未払費用 ※１   171,198     184,651   

５ 未払法人税等     14,137     12,636   

６ 未払消費税等     ―     28,861   

７ 前受金     160     773   

８ 預り金     3,819     4,415   

９ 前受収益     100     100   

10 賞与引当金     41,000     47,418   

11 設備支払手形     22,684     6,851   

流動負債合計     1,149,963 15.0   1,209,917 16.6 

Ⅱ 固定負債               

１ 繰延税金負債     11,930     23,252   

２ 退職給付引当金     361,650     320,187   

３ 預り保証金     10,871     10,983   

固定負債合計     384,451 5.0   354,424 4.9 

負債合計     1,534,415 20.0   1,564,342 21.5 

(資本の部)               

Ⅰ 資本金 ※２   1,649,720 21.4   1,649,720 22.7 

Ⅱ 資本剰余金               

１ 資本準備金     1,961,693     1,961,693   

２ その他資本剰余金               

自己株式処分差益     27,979     27,979   

資本剰余金合計     1,989,672 25.9   1,989,672 27.4 

Ⅲ 利益剰余金               

１ 利益準備金     120,000     120,000   

２ 任意積立金               

(1) 買換資産圧縮積立金   9,561     9,166     

(2) 別途積立金   2,150,000 2,159,561   2,150,000 2,159,166   

３ 当期未処分利益又は当期未処理損

失（△） 
    219,255     △242,258   

利益剰余金合計     2,498,817 32.5   2,036,908 28.0 

Ⅳ その他有価証券評価差額金     15,420 0.2   32,761 0.4 

Ⅴ 自己株式 ※３   △342 △0.0   △857 △0.0 

資本合計     6,153,289 80.0   5,708,206 78.5 

負債・資本合計     7,687,704 100.0   7,272,548 100.0 



② 【損益計算書】 

  

  

    
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高               

１ 製品売上高   5,210,871     5,548,045     

２ 商品売上高   214,398 5,425,269 100.0 684,750 6,232,796 100.0 

Ⅱ 売上原価               

１ 製品売上原価               

(1) 製品期首棚卸高   394,811     473,995     

(2) 当期製品製造原価   3,995,198     4,270,402     

計   4,390,010     4,744,397     

(3) 製品期末棚卸高   473,995     621,976     

差引製品売上原価   3,916,014     4,122,421     

２ 商品売上原価               

(1) 商品期首棚卸高   ―     ―     

(2) 当期商品仕入高   194,781     657,937     

計   194,781     657,937     

(3) 商品期末棚卸高   ―     336     

差引商品売上原価   194,781 4,110,796 75.8 657,600 4,780,021 76.7 

売上総利益     1,314,473 24.2   1,452,774 23.3 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１             

１ 運賃   591,398     493,192     

２ 役員報酬   69,410     89,445     

３ 従業員給与   297,061     309,324     

４ 賞与引当金繰入額   21,480     25,252     

５ 退職給付費用   17,622     11,228     

６ 福利厚生費   68,105     74,576     

７ 支払手数料   69,869     57,719     

８ 賃借料   42,633     37,353     

９ 減価償却費   20,620     18,026     

10 研究費   15,430     16,291     

11 その他   127,910 1,341,543 24.7 133,977 1,266,388 20.3 

営業利益又は営業損失(△）     △27,069 △0.5   186,385 3.0 



  

  

    
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅳ 営業外収益               

１ 受取利息   1,030     1,061     

２ 受取配当金   1,173     1,109     

３ 受取保険金   3,060     254     

４ 仕入割引   12,739     13,664     

５ 賃貸収入   6,506     4,828     

６ その他   7,195 31,705 0.6 6,465 27,384 0.4 

Ⅴ 営業外費用               

１ 手形売却損   1,210     1,240     

２ 新株発行費   13,122     ―     

３ 減価償却費   8,671     ―     

４ 型枠等除却損   393     335     

５ 売上割引   ―     1,049     

６ その他   1,957 25,354 0.5 1,163 3,788 0.0 

経常利益又は経常損失(△）     △20,719 △0.4   209,981 3.4 

Ⅵ 特別利益               

１ 貸倒引当金戻入   2,011     2,156     

２ 投資有価証券売却益   30,231     ―     

３ 固定資産売却益 ※２ ―     10,863     

４ その他   535 32,778 0.6 ― 13,019 0.2 

Ⅶ 特別損失               

１ 固定資産除却損 ※３ 13,194     39,114     

２ 固定資産売却損 ※４ ―     2,295     

３ 会員権売却損   905     ―     

４ 会員権評価損   145     75     

５ 減損損失 ※５ ―     488,014     

６ 役員退職慰労金   ―     30,478     

７ その他   ― 14,245 0.2 56,392 616,369 9.9 

税引前当期純損失(△）   △2,185 △0.0 △393,367 △6.3

法人税・住民税 
及び事業税 

法人税等調整額 

  

  

7,628 

△ 434 

  

7,194

  

0.1 

5,683 

△515 

  

5,168 

  

0.1 

当期純損失(△）    △9,380 △0.1  △398,535 △6.4 

前期繰越利益    228,636    156,277   

当期未処分利益又は当期未処理損

失(△） 
    219,255     △242,258   



製造原価明細書 

  

  

(注) 

  

  

    
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

Ⅰ 材料費 ※１ 2,939,930 73.6 3,107,165 72.8 

Ⅱ 労務費 ※２ 444,580 11.1 461,163 10.8 

Ⅲ 経費 ※３ 612,374 15.3 699,766 16.4 

当期総製造費用   3,996,885 100.0 4,268,096 100.0 

期首仕掛品棚卸高   4,538   6,224   

合計   4,001,423   4,274,320   

期末仕掛品棚卸高   6,224   3,918   

当期製品製造原価   3,995,198   4,270,402   

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

原価計算の方法 

 部門別総合原価計算を採用しております。 

※１ 材料費に含まれる半製品仕入額 376,554千円

※２ 労務費に含まれる引当金繰入額   

    賞与引当金繰入額 19,519  

原価計算の方法 

 部門別総合原価計算を採用しております。 

※１ 材料費に含まれる半製品仕入額 490,951千円

※２ 労務費に含まれる引当金繰入額   

    賞与引当金繰入額 22,166  

※３ 経費の主な内訳 

外注加工費 131,950

賃借料 48,821

消耗品費 51,096

減価償却費 166,745

※３ 経費の主な内訳 

外注加工費 184,832

賃借料 59,993

消耗品費 70,723

減価償却費 195,540



③ 【キャッシュ・フロー計算書】 
  

  

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー       

１ 税引前当期純損失(△）   △2,185 △393,367 

２ 減価償却費   196,786 214,038 

３ 減損損失   ― 488,014 

４ 貸倒引当金の減少額   △11,903 △2,156 

５ 賞与引当金の増加・減少(△)額   △9,000 6,418 

６ 退職給付引当金の減少額   △13,609 △41,462 

７ 受取利息及び受取配当金   △2,203 △2,171 

８ 手形売却損   1,210 1,240 

９ 有形固定資産除売却損   13,587 41,745 

10 有形固定資産売却益   ― △11,198 

11 売上債権の増加額   △111,001 △103,134 

12 たな卸資産の増加額   △105,611 △105,065 

13 営業保証金の増加額   △1,975 △13,811 

14 仕入債務の増加・減少(△)額   284,842 24,000 

15 未払事業税の増加・減少(△)額   10,990 △4,296 

16 未払費用の増加・減少(△)額   △27,434 13,406 

17 未払消費税等の増加・減少(△)額   △12,203 39,813 

18 その他   △37,597 △20,187 

小計   172,690 131,823 

19 利息及び配当金の受取額   2,080 2,171 

20 手形売却損   △1,110 △1,193 

21 法人税等の支払額   △8,491 △17,968 

営業活動によるキャッシュ・フロー   165,169 114,832 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー       

１ 有形固定資産の取得による支出   △414,982 △385,473 

２ 有形固定資産の売却による収入   ― 4,690 

３ 投資有価証券の取得による支出   △12,991 ― 

４ 投資有価証券の売却による収入   54,209 ― 

５ その他の支出   △4,053 △18,313 

６ その他の収入   3,368 3,982 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △374,450 △395,114 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー       

１ 新株式発行による収入   182,320 ― 

２ 自己株式の売却による収入   78,864 ― 

３ 自己株式の取得による支出   △483 △514 

４ 配当金の支払額   △39,847 △63,203 

財務活動によるキャッシュ・フロー   220,852 △63,718 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   ― ― 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加・減少(△)額   11,571 △344,000 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   2,320,943 2,332,515 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ※ 2,332,515 1,988,515 



  

④ 【利益処分計算書】 

  

(注) 日付は株主総会承認年月日であります。 

  

    
前事業年度

(平成17年６月29日) 
当事業年度 

(平成18年６月29日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 当期未処分利益又は当期未処

理損失（△） 
    219,255   △242,258 

Ⅱ 任意積立金取崩額 
  

1. 買換資産圧縮積立金 
取崩額 

2. 別途積立金取崩額 

  
  
395 
  
― 

  
  
  
395 

  
754 
  

350,000 

 
  
  
  

350,754 

合計     219,651   108,496 

Ⅲ 利益処分額 
  
   1.配当金 

    
63,373 

  
63,373 

  
63,363 

 
  

63,363 

Ⅳ 次期繰越利益   156,277 
  

45,132



重要な会計方針 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

  その他有価証券 

 (1) 時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差

額は、全部資本直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定) 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

  その他有価証券 

 (1) 時価のあるもの 

同左 

 (2) 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

 (2) 時価のないもの 

同左 

２ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 商品、製品、原材料、仕掛品及び貯蔵品(型枠) 

 総平均法による原価法 

２ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 商品、製品、原材料、仕掛品及び貯蔵品(型枠) 

同左 

 (2) 貯蔵品(その他) 

 最終仕入原価法 

 (2) 貯蔵品(その他) 

同左 

３ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

  定率法 

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物

(建物附属設備を除く)並びに機械及び装置のう

ち合成樹脂(プラスチック)成形加工用設備につ

いては定額法を採用しております。 

なお、耐用年数及び残存価額については、法人

税法に規定する方法と同一の基準によっており

ます。 

主な耐用年数は次のとおりであります。 

 建    物 ７年～38年 

 機械及び装置 ２年～12年 

３ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

同左 

 (2) 無形固定資産 

  定額法 

ただし、自社利用のソフトウェアについては、

社内における利用可能期間(５年)に基づく定額

法を採用しております。 

なお、その他の無形固定資産の耐用年数につい

ては、法人税法に規定する方法と同一の基準に

よっております。 

 (2) 無形固定資産 

同左 

 (3) 長期前払費用 

  均等償却 

なお、償却年数については、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によっております。 

 (3) 長期前払費用 

同左 

  

４ 繰延資産の処理方法  

 (1) 新株発行費等 

発生時に全額費用処理する方法を採用しており

ます。 

４            

  

５ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

将来において発生する貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別

に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上

しております。 

５ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

同左 



  

  
会計処理の変更 

表示方法の変更 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 (2) 賞与引当金 

従業員への賞与支給に備えるため、支給見込額

の当期負担額を計上しております。 

 (2) 賞与引当金 

同左 

 (3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当期末におけ

る退職給付債務及び年金資産の額に基づき、当

期末に発生している額を計上しております。 

数理計算上の差異については、簡便法を採用し

ておりますので発生しておりません。 

 (3) 退職給付引当金 

同左 

６ リース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。 

６ リース取引の処理方法 

同左 

７ キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

  手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以

内に満期日が到来し、流動性が高く、容易に換金

可能で、かつ、価値の変動について僅少なリスク

しか負わない短期的な投資からなっております。 

７ キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

同左 

８ その他財務諸表作成のための重要な事項 

   消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

８ その他財務諸表作成のための重要な事項 

   消費税等の会計処理 

同左 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

                  固定資産の減損に係る会計基準 

 当事業年度より「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準委員会平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第6

号）を適用しております。これにより税引前当期純損失

が480,234千円増加しております。 

 なお、減損損失累計額は、減価償却累計額に含まれ

ております。 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

                  売上割引は営業外費用の1/10を超えたため、区分掲

記することとしました。なお、前期は営業外費用のそ

の他に553千円含まれております。 



(追加情報) 

  

注記事項 

(貸借対照表関係) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法

律第９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度より外形標準課税制

度が導入されたことに伴い、当事業年度から「法人事

業税における外形標準課税部分の損益計算書上の表示

についての実務上の取扱い」（平成16年２月13日企業

会計基準委員会 実務対応報告第12号）に従い法人事

業税の付加価値割及び資本割については、販売費及び

一般管理費に計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費が10,990千円増加

しております。 

 なお、これに伴い、営業損失、経常損失及び税引前

当期純損失がそれぞれ10,990千円増加しております。 

  

                       

  

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

当事業年度末
(平成18年３月31日) 

※１ 担保に供している資産および対応する債務 

(1) 担保に供している資産 

土地 15,000千円

保証金 56,060 

 計 71,060 

※１ 担保に供している資産および対応する債務 

(1) 担保に供している資産 

土地 15,000千円

保証金 69,872 

 計 84,872 

(2) 対応する債務 

買掛金 5,360千円

未払費用 1,106 

 計 6,467 

(2) 対応する債務 

買掛金 5,139千円

未払費用 560 

 計 5,699 

※２ 授権株式数及び発行済株式総数 

(注)「株式の消却が行われた場合には、これに相

当する株式数を減ずる」旨を定款に定めてお

ります。 

  授権株式数   普通株式 40,170,000株

  発行済株式総数 普通株式 12,676,860株

※２ 授権株式数及び発行済株式総数 

(注)「株式の消却が行われた場合には、これに相

当する株式数を減ずる」旨を定款に定めてお

ります。 

  授権株式数   普通株式 40,170,000株

  発行済株式総数 普通株式 12,676,860株

※３ 自己株式 

当社が保有する自己株式の数は、普通株式 

2,113株であります。 

※３ 自己株式 

当社が保有する自己株式の数は、普通株式 

4,113株であります。 

４ 保証債務 

  東関東生コン協同組合 143,727千円

  
 (生コンクリート協同組合登録販売店の同組合

からの仕入債務に対する加盟各社による連帯保

証(総額910,015千円)のうち当社負担額) 

  千葉北部生コンクリート協同組合 33,817 

  
 (生コンクリート協同組合登録販売店の同組合

からの仕入債務に対する加盟各社による連帯保

証(総額78,993千円)のうち当社負担額) 

   計 177,545 

 ５ 受取手形割引残高 300,438千円  

４ 保証債務 

  東関東生コン協同組合 31,076千円

  
 (生コンクリート協同組合登録販売店の同組合

からの仕入債務に対する加盟各社による連帯保

証(総額735,720千円)のうち当社負担額) 

  千葉北部生コンクリート協同組合 116,796 

  
 (生コンクリート協同組合登録販売店の同組合

からの仕入債務に対する加盟各社による連帯保

証(総額319,960千円)のうち当社負担額) 

   計 147,873 

 ５ 受取手形割引残高 301,429千円  



  

(損益計算書関係) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

当事業年度末
(平成18年３月31日) 

６ 配当制限 

   商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は

15,420千円であります。 

６ 配当制限 

   商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は

32,761   千円であります。 

                         

  

  

※７ 減価償却累計額 

   減価償却累計額には、減損損失累計額を含めて表

示しております。 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費に含まれ

る研究開発費の総額 

 

109,492千円

※１ 販売費及び一般管理費に含まれ

る研究開発費の総額 

 

120,074千円

  

  

  

  

※２ 固定資産売却益の内訳 

機械及び装置 1,157千円

工具器具及び備品 9,706 

 計 10,863 

※３ 固定資産除却損の内訳 

建物 933千円

機械及び装置 7,904 

プラント撤去費用 4,357 

 計 13,194 

※３ 固定資産除却損の内訳 

建物 2,029千円

構築物 7,502 

機械及び装置 29,583 

 計 39,114 

  ※４ 固定資産売却損の内訳 

土地 2,295千円

  ※５ 減損損失 

 当社は、製品群ごとの事業用資産及び物件ごとの遊

休資産・賃貸用資産にグルーピングを行い、減損会計

の適用を行った結果、以下の資産グループについて減

損損失を計上しました。 

 東京都葛飾区の建物については昭和47年に本社ビル

として建築されて以来33年余りが経過し老朽化が進ん

でおり解体処理することを平成18年3月の取締役会にて

決議いたしましたので減損損失を認識いたしました。 

 静岡県御殿場市の土地・建物についてはコンクリー

ト二次製品の工場として稼動しておりましたが平成12

年10月から休止しており今後の利用計画も無く、地価

も著しく下落し、建物も老朽化してきているので、減

損損失を認識いたしました。 

 また、千葉県松戸市の借地権については賃貸駐車場

として活用してまいりましたが空き台数比率が高く地

価も著しく下落しているため減損損失を認識いたしま

した。 

 なお、当該資産の回収可能価額は、正味売却価額に

より算定しております。 

用途 種類 場所 金額(千円) 

解体 
建物・工具 
器具及び備品

東京都 
葛飾区 

20,499 

遊休 
土地・建物 
・構築物 

静岡県 
御殿場市 

455,305 

賃貸駐車場 借地権 
千葉県 
松戸市 

12,209 

計  488,014 



  

(キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

(リース取引関係) 

  

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日)  

当事業年度
(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)  

※現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 2,332,515千円

現金及び現金同等物 2,332,515 

※現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 1,988,515千円

現金及び現金同等物 1,988,515 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、

「支払利子込み法」により算定しております。 

  
車両 
運搬具 
(千円) 

  工具器具
及び備品 
(千円) 

    
合計 
(千円) 

 

取得価額 
相当額 

22,660  138,111  160,772   

減価償却 
累計額相当額 

8,199
  

54,286
  
62,486   

期末残高 
相当額 

14,460
  

83,824
  
98,285  

同左 

 
車両
運搬具 
(千円) 

工具器具
及び備品 
(千円) 

    
合計 
(千円) 

  

取得価額
相当額 

3,921 105,947  109,868   

減価償却
累計額相当額 

2,042 43,251
  
45,293   

期末残高
相当額 

1,879 62,695
  
64,574  

② 未経過リース料期末残高相当額 

  

なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割

合が低いため、「支払利子込み法」により算定してお

ります。 

１年内 37,380千円

１年超 60,904  

合計 98,285  

② 未経過リース料期末残高相当額等 

  未経過リース料期末残高相当額 

同左 

１年内 27,696千円

１年超 36,877  

合計 64,574  

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

  

支払リース料 36,781千円

(減価償却費相当額)   

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額及び減損損失 

支払リース料 24,907千円

(減価償却費相当額)   

④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。 

  

  

  

２ オペレーティング・リース取引未経過リース料  

１年内 6,439千円

１年超 5,943  

合計 12,382  

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありません。 

  

２ オペレーティング・リース取引未経過リース料  

１年内 3,719千円

１年超 5,815  

合計 9,534  



(有価証券関係) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

(注) １ 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。 

２ その他有価証券で時価のある株式については、減損処理を行っております。 

なお、当該株式の減損にあたっては、時価が取得原価を30％以上下落したものについて、減損処理を行っております。 

２ 事業年度中に売却したその他有価証券 

  

  

３ 時価評価されていない有価証券 

  

  

４ その他有価証券のうち満期があるものの決算日後における償還予定額 

該当事項はありません。 

  

(デリバティブ取引関係) 

前事業年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日)及び当事業年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月

31日) 

当社は、デリバティブ取引を利用していないため該当事項はありません。 

区分 

前事業年度末(平成17年３月31日) 当事業年度末(平成18年３月31日) 

取得原価 
(千円) 

貸借対照表日
における 
貸借対照表 
計上額 
(千円) 

差額
(千円) 

取得原価
(千円) 

貸借対照表日 
における 
貸借対照表 
計上額 
(千円) 

差額 
(千円) 

貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの 

    

 ① 株式 13,564 35,649 22,084 26,555 76,828 50,272 

 ② 債権 ― ― ― ― ― ― 

 ③ その他 ― ― ― ― ― ― 

小計 13,564 35,649 22,084 26,555 76,828 50,272 

貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの 

    

 ① 株式 12,991 12,000 △991 ― ― ― 

 ② 債権 ― ― ― ― ― ― 

 ③ その他 ― ― ― ― ― ― 

小計 12,991 12,000 △991 ― ― ― 

合計 26,555 47,649 21,093 26,555 76,828 50,272 

区分 
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

売却額 54,547千円 ― 千円 

売却益の合計額 30,231千円 ― 千円 

種類 

前事業年度
(平成17年３月31日) 

当事業年度 
(平成18年３月31日) 

貸借対照表計上額 貸借対照表計上額 

その他有価証券 

  非上場株式 

  

2,000千円 

  

2,000千円 



  

(退職給付関係) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度および退職一時金制度を併用しております。 

  

２ 退職給付債務に関する事項 

  

(注) 当社は、退職給付債務の算定に当たり、簡便法を採用しております。 

  

３ 退職給付費用に関する事項 

  

  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

当社は、退職給付債務の算定に当たり、簡便法を採用しておりますので、基礎率については記載しておりませ

ん。 

  

項目 
前事業年度末

(平成17年３月31日) 
当事業年度末 

(平成18年３月31日) 

(1) 退職給付債務 470,640千円 421,689千円 

(2) 年金資産 108,990千円 101,501千円 

(3) 退職給付引当金 361,650千円 320,187千円 

項目 
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 退職給付費用 35,983千円 17,109千円 



(税効果会計関係) 

  

  

(持分法損益等) 

前事業年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日)及び当事業年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月

31日) 

当社は、開示府令、財務諸表等規則に規定する、関連会社は存在しませんので該当事項はありません。 

  

  

項目 
前事業年度末

(平成17年３月31日) 
当事業年度末 

(平成18年３月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生

の主な原因別の内訳 

  

(繰延税金資産) 

 繰越欠損金 

 退職給付引当金損金算入限度超過額 

 減損損失 

 その他 

 繰延税金資産小計 

 評価性引当額 

 繰延税金資産合計 

(繰延税金負債) 

 買換資産圧縮積立金 

 その他有価証券評価差額金 

 繰延税金負債合計 

 繰延税金負債の純額 

  

  

  

177,904 千円

143,211  

―  

40,369  

361,485   

△361,485  

―  

  

△6,257 千円

△5,672  

△11,930  

△11,930  

  

  

  

2,615 千円

129,900  

194,831  

43,422  

370,768   

△370,768  

―  

  

△5,742 千円

△17,510  

△23,252  

△23,252  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法

人税等の負担率との差異原因の主な項

目別内訳 

  当事業年度における法人税
等の負担額は、税務上の繰越
欠損金の控除により、住民税
均等割額のみとなっているた
め記載しておりません。  

 当事業年度における法人税
等の負担額は、税務上の繰越
欠損金の控除により、住民税
均等割額及び事業税のみとな
っているため記載しておりま
せん。 



【関連当事者との取引】 

前事業年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 該当する事項はありません。 

当事業年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

親会社及び法人主要株主等 

(注）1.上記金額のうち、取引金額は消費税を含まず、期末残高は消費税等を含んで表示しております。 

   2.取引条件ないし取引条件の決定方針等 

    市場価格に基づき交渉の上決定しております。 

  

(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

  

(重要な後発事象) 

前事業年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日)及び当事業年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月

31日) 

特記すべき事項はありません。 

  

  
属 性 

  
会社等 
の名称 

  
住 所 

  
資本金又 
は出資金 
(百万円) 

  
 事業の内容 
 又は職業 

  
議決権等 
の所有 
(被所有) 
割合(%) 

関係内容  

取引の内容 
 

取引金額 
(千円） 

  
科 目 

  
期末残高 
(千円）  

役員の 
兼任等 

 

事実上 
の関係 

  
法人主 
要株主 

  
 株式会社 
デイ・シイ 

  
神奈川県 

  川崎市 

  
3,402 

  
 セメント・ 
 骨材製造 
 販売 

  
（被所有） 
29.57 

 

出向 
２名 

 

原材料 
の仕入 

 建材の販売        14  売掛金          ―

 原材料の仕入    31,341  買掛金      4,673

 受入出向費用    25,125  未払費用       2,194

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 485.47円 １株当たり純資産額 450.43円

１株当たり当期純損失 0.81円 １株当たり当期純損失 31.44円

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、１株当たり純損失であり、また、潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。 

 同左 

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

損益計算書上の当期純損失 9,380千円 398,535千円 

普通株主に帰属しない金額 ―千円 ―千円 

普通株式に係る当期純損失 9,380千円 398,535千円 

普通株式の期中平均株式数 11,501千株 12,673千株 



⑤ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

  

  

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(千円) 

  
投資有価証券 
  
(その他有価証券) 
  

  

株式会社デイ・シイ 27,000 16,578 

国土総合建設株式会社 25,000 15,750 

株式会社みずほフィナンシャルグループ 15 14,445 

株式会社三井住友フィナンシャルグループ 8 10,400 

株式会社りそなホールディングス 24 9,720 

日本興業株式会社 36,000 8,064 

京葉アサノコンクリート株式会社 40 2,000 

イワブチ株式会社 1,000 950 

株式会社武井工業所 3,000 921 

計 ― 78,828 



  

【有形固定資産等明細表】 

  

(注) 1.当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。 

土     地  常磐工場  工場用地             82,626 

建     物  常磐工場  事務所・倉庫           14,344 

構  築  物  常磐工場  ミキサー車駐車場土間コン他     7,093 

         埼玉工場  土間コン              3,687 

機械及び装置   栃木工場  プラスチック製品製造設備増設   36,830 

         埼玉工場     同   上         138,573 

         常磐工場  生コンクリート製造設備更新     3,200 

工具器具及び備品 埼玉工場  プラスチック製品製造用金型    20,633 

  

 ２．当期減少額の主なものは次のとおりであります。 

土     地  都賀工場  工場敷地              4,295 

         静岡工場  工場敷地            (370,215) 

建     物  静岡工場  工場               (80,911) 

         本  社  本社ビル             (19,986) 

         三郷工場  工場               10,278 

         都賀工場  貸与事務所・工場          8,110 

構  築  物  三郷工場  生コンクリート製造設備      58,717 

         静岡工場  工場               (4,177) 

機械及び装置   三郷工場  生コンクリート製造設備      281,819 

         三郷工場  ホイルローダー           4,500 

         常磐工場  ホイルローダー          10,360 

資産の種類 
前期末残高 
(千円) 

当期増加額 
(千円) 

当期減少額
(千円) 

当期末残高
(千円) 

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額 
(千円) 

差引当期末
残高 
(千円) 

有形固定資産               

 建物 1,269,824 22,003 19,803 1,272,024 967,133 
   126,323 
(100,898) 

304,890 

 構築物 399,524 11,688 59,479 351,733 280,570 
    12,313 
(4,177) 

71,162 

 機械及び装置 3,032,554 178,604 489,198 2,721,961 1,974,314 158,776 747,646 

 車両運搬具 34,374 1,333 ― 35,707 33,263 702 2,444 

 工具器具及び備品 361,607 23,888 35,542 349,953 312,147 
21,311 
(512) 

37,806 

 土地 1,569,540 82,626 
374,510 
(370,215) 

1,277,656 ― ― 1,277,656 

 建設仮勘定 16,022 371,956 320,457 67,522 ― ― 67,522 

有形固定資産計 6,683,448 692,100 
1,298,989 
(370,215) 

6,076,559 3,567,430 
319,427 
(105,589) 

2,509,129 

無形固定資産               

 借地権 37,800 ― 
12,209 
(12,209) 

25,590 ― ― 25,590 

 電話加入権 6,121 ― 310 5,811 ― ― 5,811 

 ソフトウェア 700 ― ― 700 233 140 466 

 その他 600 ― ― 600 170 60 430 

無形固定資産計 45,221 ― 
12,519 
(12,209) 

32,701 403 200 32,298 

長期前払費用 4,256 6,335 3,856 6,735 366 66 6,368 

繰延資産 ― ― ― ― ― ― ― 

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ― 



         都賀工場  貸与設備             191,709 

工具器具及び備品 栃木工場  コンクリート金型等        28,235 

なお、当期減少額のうち( )内は内書きで減損損失の計上額であります。 

  

 ３．当期償却額のうち( )内は内書きで減損損失の計上額であります。 

                                                                

【社債明細表】 

     該当する事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

     該当する事項はありません。 



  

【資本金等明細表】 

  

(注) １当期末における自己株式数は4,113株であります。 

２当期減少額は前期決算の利益処分によるものです。 

【引当金明細表】 

  

(注) 貸倒引当金の当期減少額「その他」欄は洗替によるものであります。 

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金               (千円) 1,649,720 ― ― 1,649,720 

資本金のうち 
既発行株式 

普通株式 （注１） (株) ( 12,676,860) (     ―) (     ―) ( 12,676,860)

普通株式 (千円) 1,649,720 ― ― 1,649,720 

計 (株) ( 12,676,860) (     ―) (     ―) ( 12,676,860)

計 (千円) 1,649,720 ― ― 1,649,720 

資本準備金及び 
その他 
資本剰余金 

(資本準備金)           

株式払込剰余金 (千円) 1,961,693 ― ― 1,961,693 

(その他資本剰余金)           

自己株式処分差益 (千円) 27,979 ― ― 27,979 

計 (千円) 1,989,672 ― ― 1,989,672 

利益準備金及び 
任意積立金 

(利益準備金) (千円) 120,000 ― ― 120,000 

(任意積立金)           

買換資産圧縮積立金

（注２） 
(千円) 9,561 ― 395 9,166 

別途積立金 (千円) 2,150,000 ― ― 2,150,000 

計 (千円) 2,279,561 ― 395 2,279,166 

区分 
前期末残高 
(千円) 

当期増加額
(千円) 

当期減少額
(目的使用) 
(千円) 

当期減少額
(その他) 
(千円) 

当期末残高 
(千円) 

貸倒引当金 24,196 619 ― 2,776 22,039 

賞与引当金 41,000 47,418 41,000 ― 47,418 



(2) 【主な資産及び負債の内容】 
① 流動資産 
イ 現金及び預金 

  

  

ロ 受取手形 
(a) 相手先別内訳 

  

  

(b) 期日別内訳 
  

  
ハ 売掛金 
(a) 相手先別内訳 

  

  

区分 金額(千円) 

現金 5,678 

預金   

当座預金 1,966,656 

普通預金 13,618 

別段預金 2,561 

小計 1,982,837 

合計 1,988,515 

相手先 金額(千円) 

岡村建興株式会社 106,413 

千葉西部生コンクリート協同組合 86,491 

千葉北部生コンクリート協同組合 28,146 

北村コンクリート工業株式会社 27,388 

共栄建材工業株式会社 25,490 

その他 572,490 

合計 846,420 

期日別 受取手形(千円) 割引手形(千円) 

平成18年４月 202,836 142,431 

５月 180,513 158,998 

６月 277,620 ―

７月 151,255 ―

８月以降 34,194 ―

合計 846,420 301,429 

相手先 金額(千円) 

千葉北部生コンクリート協同組合 148,374 

竹石産業株式会社 133,222 

古河電気工業株式会社 60,956 

千葉西部生コンクリート協同組合 60,093 

クボタシーアイ株式会社 37,871 

その他 442,482 

合計 883,000 



    (b) 売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

  

(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

  

ニ 商品  

  
ホ 製品 

  

  
ヘ 原材料 

  

  

ト 仕掛品 
  

前期繰越高(千円) 

  

(Ａ) 

当期発生高(千円)

  

(Ｂ) 

当期回収高(千円)

  

(Ｃ) 

次期繰越高(千円)

  

(Ｄ) 

回収率(％) 

  

(Ｃ) 
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(ヵ月) 

  (Ａ)＋(Ｄ)   

  ２   

  (Ｂ)   

  12   

828,743 6,544,436 6,490,178 883,000 88.02 1.57 

品目 金額(千円) 

その他建材 336 

品目 金額(千円) 

管路製品 621,976 

品目 金額(千円) 

管路原材料   

セメント 499 

砕石・砕砂 710 

鋳物 6,976 

鉄筋 3,440 

塩化ビニール 2,194 

金具部品 17,559 

ゴムパッキン 1,705 

混和剤 1,809 

プラスチック 56,934 

その他 6,907 

小計 98,738 

生コン原材料   

セメント 2,562 

砂利・砕石 2,261 

砂・砕砂 3,425 

その他 4,361 

小計 12,610 

合計 111,348 

品目 金額(千円) 

管路製品 3,918 



チ 貯蔵品 
  

  
② 流動負債 
イ 支払手形 
(a) 相手先別内訳 

  

  

(b) 期日別内訳 
  

  

ロ 買掛金 
  

  

区分 金額(千円) 

製品生産用型枠資材 138 

製品脱型用型枠油 142 

燃料 498 

その他 1,458 

合計 2,237 

相手先 金額(千円) 

ティーシートレーディング株式会社 141,160 

太平洋セメント販売株式会社 110,270 

山一興産株式会社 37,840 

塚本建材株式会社 22,018 

相鉄興産株式会社 18,782 

その他 195,431 

合計 525,503 

期日別 金額(千円) 

平成18年４月 172,901 

５月 148,456 

６月 116,169 

７月 87,634 

８月 341 

合計 525,503 

相手先 金額(千円) 

ティーシートレーディング株式会社 66,184 

太平洋セメント販売株式会社 42,098 

ソーダニッカ株式会社 34,258 

原田株式会社 12,903 

粟野興産株式会社 11,752 

その他 223,900 

合計 391,099 



ハ 設備支払手形 
(a) 相手先別内訳 

  

  

(b) 期日別内訳 
  

  

ニ 退職給付引当金 
  

  

(3) 【その他】 
該当事項はありません。 

  

相手先 金額(千円) 

株式会社吉岡土建 2,950 

東和工業株式会社 2,892 

有限会社ニチエイ 415 

その他 593 

合計 6,851 

期日別 金額(千円) 

平成18年４月 1,544 

５月 1,948 

６月 146 

７月 3,212 

合計 6,851 

区分 金額(千円) 

退職給付債務 421,689 

年金資産 △ 101,501 

合計 320,187 



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 
  

 (注) 平成18年6月29日開催の定時株主総会決議により定款の一部変更が行われ、当会社の公告方法は次のとおりとなりました。 

    当社の公告方法は電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告ができない場合は、

日本経済新聞に掲載して行う。 

    なお、電子公告は当社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりです。 

(ホームページアドレス http://www.ebata.co.jp) 

     

  

決算期 ３月３１日 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月３１日 

株券の種類 １,０００株券  １０，０００株券 

中間配当基準日 ９月３０日 

１単元の株式数 １,０００株 

株式の名義書換え   

  取扱場所 

  

東京都港区芝三丁目33番1号 

中央三井信託銀行株式会社 本店 

  株主名簿管理人 

  

  

東京都港区芝三丁目33番1号 

中央三井信託銀行株式会社  

  取次所 

  

中央三井信託銀行株式会社 全国各支店 

日本証券代行株式会社   本店及び全国各支店 

  名義書換手数料 無料 

  新券交付手数料 株券１枚につき印紙税相当額(消費税額等を含む) 

単元未満株式の買取り   

取扱場所 

  

  

東京都港区芝三丁目33番1号 

中央三井信託銀行株式会社 本店 

  

  株主名簿管理人 

  

  

東京都港区芝三丁目33番1号 

中央三井信託銀行株式会社  

  

  取次所 

  

  

  買取手数料 

  

中央三井信託銀行株式会社 全国各支店 

日本証券代行株式会社   本店及び全国各支店 

  

株式の売買に係る手数料相当額として別途定める金額およびこれに係る消費税額等の

合計額 

公告掲載方法 東京都において発行する日本経済新聞 

株主に対する特典 なし 



第７ 【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

当社は、親会社等はありません。 

  

２【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1) 有価証券報告書 

及びその添付書類   事業年度  自 平成16年４月１日  平成17年６月30日 

            （第39期）  至 平成17年３月31日  関東財務局長に提出 

(2) 半期報告書       （第40期中） 自 平成17年４月１日  平成17年12月22日 

                        至 平成17年９月30日  関東財務局長に提出 

  

  



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１７年６月２９日

エ バ タ 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているエバタ株式会社の平

成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第３９期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、キャッシ

ュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、エバタ株式会社の平

成１７年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要

な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 土 屋 功 夫 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 大 木 智 博 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２９日

エ バ タ 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているエバタ株式会社の平

成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第４０期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、キャッシ

ュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、エバタ株式会社の平

成１８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要

な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当事業年度より固定資産の減損に係る会計基準を適用して財務諸表を作成してい

る。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 齋 藤 正 三 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 大 木 智 博 
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